



































































































































































































      
 
  ・各教科  ・道徳 
  ・特別活動（学級活動、生徒会活動、学校行事等） 
  ・総合的な学習の時間等 
     
民間スポーツサークル指導者（柔道場、剣道場経営）  
  保護者経験者応援 スポーツ推進員 生涯スポーツ指導者        
  退職教員指導者 近隣大学生                      学校部活動指導者 
 
 


























図表３ B市内部資料 2017年 
質問１ 学校の決まりとして部活動において、週に何日程度の休養日を設けていますか。 
 週に１日 週に２日 週に３日以上 設けていない その他 
全国 54.2％ 14.2％ 2.9％ 22.4％ 6.4％ 
B市 18.8％ 0.9％ 1.8％ 68.8％ 9.8％ 
質問２ 土日に休養日を設けていますか。（質問１で週１日以上設けている学校を対象） 
 月に１日 月に２日 月に３日以上 月に４日以上 設けていない 
全国 15.9％ 14.8％ 7.5％ 35.6％ 26.2％ 
B市 22.9％ 11.4％ 8.6％ 14.3％ 42.9％ 
質問３ 運動部活動に外部人材を何人活用していますか。 
 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上 
全国 26.0％ 17.3％ 16.0％ 12.8％ 7.7% 20.3％ 
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が、自分にとってのチャンスであり名誉であり、何よりも生徒や保護者との信頼関係の源となる
確かな手応えを感じているという教員は多い。この現実こそが、超過勤務の是正を阻む学校文化
の特殊性であり、単純に外部指導者で埋め合わせることのできない問題をはらんでいるのである。 
 
５．考察 
 A 校の事例は、運動系部活動学校の特殊な事例であるとはいえ、概ね全国の公立中学校の超過
勤務の引き金となる問題に関しては、共通する内容も含まれるものと思われる。 
学校では、ファイルサーバーを活用し資料を共有する、職員室のレイアウトを変え環境改善を
図る、グループウェアーを導入し会議の効率化や打ち合わせ時間の短縮を図るなどの業務改善が
進められている。確かに管理職のリーダーシップにより、効率のよい良質な環境が整備され超過
勤務の軽減が進んだ事例も一部の学校には見られる。今やっと学校に働き方改革のスポットが当
たり、この転機を教員自らがつぶしてはならないと様々な業務改善の施策が提案されている。 
しかし、教科指導以外の増えすぎた教員の業務はそれが当たり前となり、周囲からは「丁寧な
対応」が益々要求され悪循環に陥っている。ひとつ言えることは、教員の働き方に関して管理職
が所属職員の労務管理を目的として、「その働き方はおかしい」とはっきり言える環境をつくって
いくことである。さらに労働環境の改善を進めるうえで、次の３点において言及しておきたい。 
 第一に教育委員会が定期的に行う「働き方診断」の徹底である。現在の制度では、労働安全衛
生管理体制の枠組みの中で、事業者である教育委員会が教職員 50人以上の学校に産業医を月１回
訪問させ、校長、衛生管理者（養護教諭等）、産業医による衛生委員会を立ち上げている。その衛
生委員会では、長時間にわたる労働による労働者の健康障害の防止対策が調査審議の対象になっ
ている。  
しかし、週 40時間を超える労働が月 100時間を超え、管理職による面接指導を行うことになっ
てはいても、本人が指導の必要を感じていない場合においては十分に勤務の軽減に結びつかない
場合も多い。また、学校では労働環境全般に対する教職員の意識も低い。そこで、労働環境の整
備が進まない学校に対して、学校規模に関係なくコンサルティングを行うなどの制度化が必要と
思われる。事例としてメンタルヘルスチェックについて年１回のストレスチェックが施行された
ように、労働環境改善のコンサルティングを年１回実施することも可能ではないかと判断する。
これを外からの改善とする。 
第二に管理職が超過勤務を抑制し、ワーク・ライフ・バランスを推進できるリーダーシップを
発揮できるよう、管理職を補佐する働き方改革の推進委員として労働基準法や労働安全衛生法等
の関係法規を理解し、労働環境改善の研修を受けた主幹教諭を配置することである。これを内か
らの改善とする。 
第三に保護者や地域等外部の協力を得ることである。教職員の多忙がもたらす弊害を心配し我
が子には余裕ある指導をしてもらいたいと思っている保護者は多い。教育相談を十分に取り信頼
－ 39－
公立中学校長：管理職の視点からの労働環境改善 
 
関係を築くことで子どもに良い教育を施すことが求められている。これを接続からの改善とする。 
 以上、外・内・接続の視点で業務改善を図ることが重要である。次の研究の課題としては、そ
れぞれの役割を担う人材がどのような成果を出したか実証的に見ていくことが必要であろう。 
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